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令和５年３月 28 日 
文部科学省私学助成課 

私立学校施設整備費補助金に係る交付要綱の改正について 

１．改正を要する交付要綱 
私立学校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備（私立高等学校等施設高機能化整備費））交付要綱 

２．改正内容 
・耐震改築に係る補助制度の延長（附則第２条、第７条）

令和４年度補正予算（一部、令和５年度に繰越し）及び令和５年度に計上されている防災機能強化事業のう
ち耐震改築工事のための施設整備について、令和５年度の交付決定をするものであること、また、耐震改築工
事の実施にあたっては、耐震診断、実施設計、取壊しを伴い、複数年に渡る工事を余儀なくされることもある
ことから、令和６年度末までに交付決定するものについて補助対象をする。

・施設環境改善整備事業の延長（附則第３条、第８条から第１０条）
令和４年度補正予算（一部、令和５年度に繰越し）及び令和５年度に計上されている施設環境改善整備事業

（トイレ改修、空調設備等）について、令和５年度の交付決定をするものであることから、令和５年度末まで
に交付決定するものについて補助対象をする。

・制度緩和（下限額引き下げ）【延長】（附則第４条）
「高機能化整備事業（教室の情報化に関連した校内ＬＡＮの整備）」について、令和５年度末までに交付決定

するものについて制度緩和を行う。

区分 緩和前 緩和後 

高機能化整備事業（教室の情報化に関連した校内ＬＡＮの整備） 1,000万円 250万円 

※ただし、上限額は３，０００万円とする。

・制度緩和（耐震診断に要する経費に限定した補助制度）【新規】（附則第５条）
私立学校施設の一部においては耐震診断未実施であり、耐震化が進まない一因となっていることから、耐震

化を一層促進させるため、耐震改築工事及び耐震補強工事の実施にあたり、事前に行う耐震診断について、耐
震診断の実施後必要となる工事に着手する場合に限り、耐震診断の実施に要する経費に限定して交付の対象と
する。なお、耐震診断に係る要するに経費の下限はないものとし、令和５年度末までに交付決定するものにつ
いて補助対象とする。

・制度緩和（下限額引き下げ）【新規】（附則第６条）
不審者の侵入事案を受け、学校安全の確保に向け、侵入者防止対策を強化するため、安全管理対策（防犯対

策）について、令和７年度末までに交付決定するものについて制度緩和を行う。

区分 緩和前 緩和後 

安全管理対策（防犯対策） 400万円 100万円 

※ただし、上限額は 2 億円とする。
・技術的修正（第２条）

第１項第二号の記載を修正する（耐震改築工事：削除、特別支援学校老朽改築工事：追加）。

・事業内容の変更（廃止）に伴う変更（第３条）
第 5 号に係る部分を削除する。

・語句の変更（第１２条）
大臣の承認を要するため、届出書から承認申請書に変更する。

・事業内容の変更（廃止）に伴う変更（別表）
別表の１高機能化整備事業の 5 及び６を削除する。

・技術的修正（別表）
別表の２防災機能強化施設整備事業の４を特別支援学校老朽改築工事へ修正し、６を削除する。

・表現の適正化（別表）
本則の条文における記載と別表の記載が異なっているため、別表の記載を変更する。

・押印省略等に伴う各種様式の変更
押印省略に伴い、各種様式に本件責任者等の欄を設ける。 
紙媒体での提出から、電子媒体での提出に切り替えることに伴い、提出部数を変更する。 

３．適用日 
令和５年４月１日から適用 



新 旧

私立学校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備
（私立高等学校等施設高機能化整備費）交付要綱

平成１３年 ４月 １日 文部科学大臣裁定
（平成１４年 ３月２７日 一 部 改 正）
（平成１６年 ４月 １日 一 部 改 正）
（平成１８年 ３月 ９日 一 部 改 正）
（平成１８年 ７月２８日 一 部 改 正）
（平成１９年 ８月１０日 一 部 改 正）
（平成２１年 ３月３０日 一 部 改 正）
（平成２１年 ６月 ２日 一 部 改 正）
（平成２３年 ７月 ５日 一 部 改 正）
（平成２３年１１月２１日 一 部 改 正）
（平成２５年 ２月２７日 一 部 改 正）
（平成２６年 ３月３１日 一 部 改 正）
（平成２６年 ４月 １日 一 部 改 正）
（平成２７年 ４月 １日 一 部 改 正）
（平成２８年 ３月２２日 一 部 改 正）
（平成２８年 ４月 １日 一 部 改 正）
（平成２９年 ３月２４日 一 部 改 正）
(平成３０年 １月 ４日 一 部 改 正）
(平成３０年 ３月１４日 一 部 改 正）
（平成３１年 ３月２９日 一 部 改 正）
（令和 ２年 ５月１５日 一 部 改 正）
（令和 ２年１２月２５日 一 部 改 正）
（令和 ３年 ３月２９日 一 部 改 正）
（令和 ４年１０月 ６日 一 部 改 正）
（令和 ５年 ３月２８日 一 部 改 正）

第１条
（略）

第２条 この補助金は，私立の幼稚園（幼保連携型認定こども園を含む。），小学校，中学校，義務
教育学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校（以下「高等学校等」という。）を設置する学
校法人が次に掲げる事業（幼稚園については，第４号の施設等災害復旧事業に限る。以下「補助事
業」という。）を行う場合において，その経費の一部を 補助することにより，高等学校等の教育の
充実と質的向上を図ることを目的とする。
一（略）
二 防災機能強化施設整備事業

学校法人が設置する高等学校等における防災機能の強化（耐震補強工事，非構造部材の耐震対
策），安全管理対策，屋外防災施設の設置等，特別支援学校老朽改築工事並びに津波移転改築工
事のための施設整備事業

三～四（略）
２ （略）

私立学校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備
（私立高等学校等施設高機能化整備費）交付要綱

平成１３年 ４月 １日 文部科学大臣裁定
（平成１４年 ３月２７日 一 部 改 正）
（平成１６年 ４月 １日 一 部 改 正）
（平成１８年 ３月 ９日 一 部 改 正）
（平成１８年 ７月２８日 一 部 改 正）
（平成１９年 ８月１０日 一 部 改 正）
（平成２１年 ３月３０日 一 部 改 正）
（平成２１年 ６月 ２日 一 部 改 正）
（平成２３年 ７月 ５日 一 部 改 正）
（平成２３年１１月２１日 一 部 改 正）
（平成２５年 ２月２７日 一 部 改 正）
（平成２６年 ３月３１日 一 部 改 正）
（平成２６年 ４月 １日 一 部 改 正）
（平成２７年 ４月 １日 一 部 改 正）
（平成２８年 ３月２２日 一 部 改 正）
（平成２８年 ４月 １日 一 部 改 正）
（平成２９年 ３月２４日 一 部 改 正）
(平成３０年 １月 ４日 一 部 改 正）
(平成３０年 ３月１４日 一 部 改 正）
（平成３１年 ３月２９日 一 部 改 正）
（令和 ２年 ５月１５日 一 部 改 正）
（令和 ２年１２月２５日 一 部 改 正）
（令和 ３年 ３月２９日 一 部 改 正）
（令和 ４年１０月 ６日 一 部 改 正）

第１条
（略）

第２条 この補助金は，私立の幼稚園（幼保連携型認定こども園を含む。），小学校，中学校，義務
教育学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校（以下「高等学校等」という。）を設置する学
校法人が次に掲げる事業（幼稚園については，第４号の施設等災害復旧事業に限る。以下「補助事
業」という。）を行う場合において，その経費の一部を 補助することにより，高等学校等の教育
の充実と質的向上を図ることを目的とする。
一（略）
二 防災機能強化施設整備事業

学校法人が設置する高等学校等における防災機能の強化（耐震補強工事，非構造部材の耐震対
策），安全管理対策，屋外防災施設の設置等，耐震改築工事並びに津波移転改築工事のための施
設整備事業

三～四（略）
２ （略）

私立学校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備費（私立高等学校等施設高機能化整備費））交付要綱 新旧対照表



第３条 文部科学大臣は，学校法人に対し，当該学校法人の設置する高等学校等が補助事業を行う場
合に，これに必要な経費について，予算の範囲内で補助金を交付する。

２ （略）
３ 前項の規定は，前条第１項第２号及び第４号に掲げる補助事業には適用しない。

第３条～第１１条
（略）

第１２条 補助事業者は，補助事業を中止又は廃止しようとするときは，その旨を記載した承認申請書
を文部科学大臣に提出し，その承認を受けなければならない。

第１３条～第２１条
（略）

附 則（平成１８年 ７月２８日）
附 則（平成２５年 ２月２７日）
附 則（平成２６年 ３月３１日）
附 則（平成２６年 ４月 １日）
附 則（平成２７年 ４月 １日）
附 則（平成２８年 ４月 １日）
附 則（平成２９年 ３月２４日）
附 則（平成３０年 １月 ４日）
附 則（平成３０年 ３月１４日）
附 則（平成３１年 ３月２９日）
附 則（令和 ２年 ５月１５日）
附 則（令和 ３年 ３月２９日）
附 則（令和 ４年１０月 ６日）
（略）

附 則（令和５年３月２８日）

第１条 この要綱の規定は，令和５年４月１日以降に交付を決定するものから適用し，令和４年度末
までに交付を決定したものについては，なお，従前の例による。

第２条 要綱第２条第１項第二号を次のように改める。
二 防災機能強化施設整備事業

学校法人が設置する高等学校等における防災機能の強化（耐震補強工事，非構造部材の耐震対
策），安全管理対策，屋外防災施設の設置等，特別支援学校老朽改築工事，津波移転改築工事及
び耐震改築工事のための施設整備事業

第３条 要綱第２条第１項第四号の次に次の一号を追加する。
五 施設環境改善整備事業

学校法人が設置する高等学校等における衛生環境の改善の推進を図るための整備事業

第３条 文部科学大臣は，学校法人に対し，当該学校法人の設置する高等学校等が補助事業を行う場
合に，これに必要な経費について，予算の範囲内で補助金を交付する。

２ （略）
３ 前項の規定は，前条第１項第２号，第４号及び第５号に掲げる補助事業には適用しない。

第３条～第１１条
（略）

第１２条 補助事業者は，補助事業を中止又は廃止しようとするときは，その旨を記載した届出書を
文部科学大臣に提出し，その承認を受けなければならない。

第１３条～第２１条
（略）

附 則（平成１８年 ７月２８日）
附 則（平成２５年 ２月２７日）
附 則（平成２６年 ３月３１日）
附 則（平成２６年 ４月 １日）
附 則（平成２７年 ４月 １日）
附 則（平成２８年 ４月 １日）
附 則（平成２９年 ３月２４日）
附 則（平成３０年 １月 ４日）
附 則（平成３０年 ３月１４日）
附 則（平成３１年 ３月２９日）
附 則（令和 ２年 ５月１５日）
附 則（令和 ３年 ３月２９日）
附 則（令和 ４年１０月 ６日）
（略）

（新設）



第４条 別表の１高機能化整備事業の１から４を次のように改める。

第５条 別表の２防災機能強化施設整備事業の１を次のように改める。

第６条 別表の２防災機能強化施設整備事業の２を次のように改める。

（新設）

２
防
災
機
能
強
化
施
設
整
備
事
業

１．耐震補強工事、耐震診断、
非構造部部材の耐震対策工
事及び付帯工事

工事費，実施設計費，
耐震診断費・耐震点
検に要する経費の合
計額とする。
ただし、耐震診断に
ついては耐震診断費
に要する経費のみと
する。

耐震補強工事について
は１学校あたり400万円
以上とし、上限はない
ものとする。
ただし、耐震診断につ
いては上限・下限はな
いものとする。
非構造部材の耐震対策
工事については，１学
校あたり２億円以下と
する。

地震による
倒壊の危険
性が高い施
設の耐震補
強工事及び
付帯工事
１／２以内

上記以外
１／３以内

２
防
災
機
能
強
化
施
設
整
備
事
業

２．安全管理対策（防犯対策
及びアスベスト対策）のた
めの施設工事

工事費，実施設計費，
安全対策設備の購入
に要する経費の合計
額とする。

安全管理対策（防犯対
策）については，１学
校あたり100万円以上
２億円以下とする。
安全管理対策（アスベ
スト対策）については，
上限・下限はないもの
とする。

安全管理対
策（防犯対
策）１／２
以内

安全管理対
策（アスベ
スト対策）
１／３以内

１
高
機
能
化
整
備
事
業

１.教育の情報化に関連した教
室等の改造工事

２.特別教室及び多目的室，図
書室の整備

３.校舎等のバリアフリー化整
備

４.カウンセリング機能の強化
のための保健室や余裕教室
等の整備

工事費，実施設計費
及び教育設備（私立
高等学校等ＩＣＴ教
育設備整備推進事業
の対象設備を除
く。）の購入に要す
る経費の合計額とす
る。

１学校あたり1,000万円
以上２億円以下（ただ
し教室の情報化に関連
した校内ＬＡＮの整備
については250万円以上
3,000万円以下。カウン
セリング機能の強化の
ための保健室や余裕教
室等の整備については
下限を400万円とし，校
舎等のバリアフリー化
整備については下限を
300万円とする。なお，
私立高等学校等ＩＣＴ
設備整備推進事業に伴
う施設整備に係るもの
については下限を300万
円）とする。

１／３以内



第７条 別表の２防災機能強化施設整備事業の５の次に次の項目を追加する。

第８条 別表の４施設等災害復旧事業の次に次の項目を追加する。

第９条 別紙様式第１の別紙１の事業区分を次のように改める。

第１０条 別紙様式第２の１を次のように改める。
１ 事業区分には，施設高機能化整備事業・防災機能強化施設整備事業（○○事業）・エコキャンパ

ス推進事業，施設等災害復旧事業，施設環境改善整備事業のいずれかを記載すること。

第１１条 前９条は，令和５年度末までに交付を決定するものについて適用する。ただし，第２条，
第７条については，令和６年度末までに交付を決定するものについて適用し，第６条については，
令和７年度末までに交付を決定するものについて適用する。

（新設）

５
施
設
環
境
改
善
整
備
事
業

１．学校の衛生環境の改善の
推進を図るためのトイレの
改修整備

２．学校の衛生環境の改善の
推進を図るための教室等の
空調設備等の整備

工事費，実施設計費
に要する経費の合計
額とする。

１学校あたり200万円
以上２億円以下とする。

１／３以内

事業区分 施設高機能化整備事業・防災機能強化施設整備事業（○○事業）・エコキャンパス推進事業
・施設環境改善整備事業

２
防
災
機
能
強
化
施
設
整
備
事
業

６．耐震改築工事及び付帯工
事

工事費，実施設計費
耐震診断に要する経
費の合計額とする。

上限・下限はないもの
とする。

１／３以内



別 表 別 表

１
高
機
能
化
整
備
事
業

１.教育の情報化に関連した教
室等の改造工事

２.特別教室及び多目的室，図
書室の整備

３.校舎等のバリアフリー化整
備

４.カウンセリング機能の強化
のための保健室や余裕教室等
の整備

工事費，実施設計費
及び教育設備（私立
高等学校等ＩＣＴ教
育設備整備推進事業
の対象設備を除
く。）の購入に要す
る経費の合計額とす
る。

１学校あたり1,000万円
以上２億円以下(ただし
カウンセリング機能の
強化のための保健室や
余裕教室等の整備につ
いては下限を400万円と
し,校舎等のバリアフ
リー化整備については
下限を300万円とする。
なお，私立高等学校等
ＩＣＴ設備整備推進事
業に伴う施設整備に係
るものについては,下限
を300万円)とする。

１／３以内

２
防
災
機
能
強
化
施
設
整
備
事
業

１.耐震補強工事，非構造部材
の耐震対策工事及び付帯工事

工事費，実施設計費, 
耐震診断費・耐震点
検に要する経費の合
計額とする。

耐震補強工事について
は，１学校あたり400万
円以上２億円以下とす
る。
非構造部材の耐震対策
工事については，１学
校あたり２億円以下と
する。

地震による
倒壊の危険
性が高い施
設の耐震補
強工事及び
付帯工事
１／２以内

上記以外
１／３以内

２.安全管理対策（防犯対策及
びアスベスト対策）のための
施設工事

工事費，実施設計費, 
安全対策設備の購入
に要する経費の合計
額とする。

安全管理対策（防犯対
策）については，１学
校あたり400万円以上２
億円以下とする。
安全管理対策（アスベ
スト対策）については，
上限・下限はないもの
とする。

１／３以内

３.防災機能強化のための屋外
防災施設の設置等

防災機能強化のため
の屋外防災施設等の
整備に要する経費

１学校あたり，２億円
以下（避難所指定を受
けている学校が行う自
家発電設備の単体整備
については，１学校あ
たり200万円以上500万
円以下）とする。

１／３以内

４.特別支援学校老朽改築工事
及び付帯工事

工事費，実施設計費
に要する経費の合計
額とする。

上限・下限はないもの
とする。

１／３以内

５．（略）

１
高
機
能
化
整
備
事
業

１.教育の情報化に関連した教
室等の改造工事

２.特別教室及び多目的室，図
書室の整備

３.校舎等のバリアフリー化整
備

４.カウンセリング機能の強化
のための保健室や余裕教室
等の整備

工事費，実施設計費
及び教育設備（私立
高等学校等ＩＣＴ教
育設備整備推進事業
の対象設備を除
く。）の購入に要す
る経費の合計額とす
る。

１学校あたり1,000万円
以上２億円以下(ただし
カウンセリング機能の
強化のための保健室や
余裕教室等の整備につ
いては下限を400万円と
し,校舎等のバリアフ
リー化整備については
下限を300万円とする。
なお，私立高等学校等
ＩＣＴ設備整備推進事
業に伴う施設整備に係
るものについては,下限
を300万円)とする。

１／３以内

５.地上デジタル放送視聴のた
めに必要な設置工事を伴う
アンテナ設備等の整備

１学校あたり２億円以
下とする。

１／２以内

６.東日本大震災における原子
力発電所の事故に伴う校庭
の空間線量率の増加に対応
するために行う，学校施設
における冷暖房設備の設置
（工事を伴う新設・更新）

工事費，実施設計費
及び空調設備の設置
に要する経費の合計
額とする。

１学校あたり２億円以
下とする。

１／３以内

２
防
災
機
能
強
化
施
設
整
備
事
業

１.耐震補強工事，非構造部材
の耐震対策工事及び付帯工
事

２.安全管理対策（防犯対策及
びアスベスト対策）のため
の施設工事

工事費，実施設計費, 
耐震診断費・耐震点
検に要する経費及び
安全対策設備の購入
に要する経費の合計
額とする。

耐震補強工事及び安全
管理対策（防犯対策）
については，１学校あ
たり400万円以上２億円
以下とする。
非構造部材の耐震対策
工事については，１学
校あたり２億円以下と
する。
安全管理対策（アスベ
スト対策）については，
上限・下限はないもの
とする。

地震による
倒壊の危険
性が高い施
設の耐震補
強工事及び
付帯工事
１／２以内

上記以外
１／３以内

３.防災機能強化のための屋外
防災施設の設置等

防災機能強化のため
の屋外防災施設等の
整備に要する経費

１学校あたり，２億円
以下（避難所指定を受
けている学校が行う自
家発電設備の単体整備
については，１学校あ
たり200万円以上500万
円以下）とする。

４.耐震改築工事及び付帯工事 工事費，実施設計費
及び耐震診断の合計
額とする。

上限・下限はないもの
とする。

１／３以内

５．（略）

６.私立特別支援学校の老朽改
築工事及び付帯工事

工事費，実施設計費
に要する経費の合計
額とする。

上限・下限はないもの
とする。

１／３以内



別 表
３（略）

別 表
３（略）

４
施
設
等
災
害
復
旧
事
業

災害により被災した施設･設
備の復旧整備

工事費設備費に要す
る経費の合計額

災害の復旧に要する一
の私立の学校当たりの
工事費の額が，子ど
も・子育て支援法（平
等 成24年法律第65
号）第27条第１項の規
定により確認された私
立幼稚園（この区分に
おいて「特定私立幼稚
園」という。）及び私
立の幼保連携型認定こ
ども園の教育を実施す
る部分にあっては30万
円以上，特定私立幼稚
園以外の私立幼稚園に
あっては60万円以上，
特別支援学校にあって
は90万円以上，小学校，
中学校，義務教育学校
及び中等教育学校の前
期課程にあっては150
万円以上，高等学校及
び中等教育学校の後期
課程にあっては210万
円以上であること。

２／５以内 ４
施
設
災
害
復
旧
事
業

災害により被災した施設･設
備の復旧整備

工事費設備費に要す
る経費の合計額

災害の復旧に要する一
の私立の学校当たりの
工事費の額が，子ど
も・子育て支援法（平
等 成24年法律第65
号）第27条第１項の規
定により確認された私
立幼稚園（この区分に
おいて「特定私立幼稚
園」という。）及び私
立の幼保連携型認定こ
ども園の教育を実施す
る部分にあっては30万
円以上，特定私立幼稚
園以外の私立幼稚園に
あっては60万円以上，
特別支援学校にあって
は90万円以上，小学校，
中学校，義務教育学校
及び中等教育学校の前
期課程にあっては150
万円以上，高等学校及
び中等教育学校の後期
課程にあっては210万
円以上であること。

２／５以内
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